
都道府県・区市町村 条例・規則等 太陽光発電に係る内容 

景
観
法
に
基
づ
く
も
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北海道函館市 函館市景観計画 ・景観形成街路沿道区域においては、地上設置型の太陽
光発電設備を設置する場合は、公共的な場所から直接見
えないよう配慮する必要がある。 

石川県金沢市 金沢市景観計画 
 
金沢市：重要文化的
景観「城下町の伝統
と文化」選定 

・モジュール面積の合計が50 ㎡を超える太陽光発電設
備の新設等を行う場合、届出が必要であり、景観形成方
針、基準に適合しなければならない。 
・太陽光発電設備等を設置する場合は、公共空間・施設
から望見できる場所には設置しないよう努めること、パ
ネルは反射が少なく模様が目立たないものの採用に努め
ることなどが定められている。 

景
観
法
に
よ
ら
な
い
も
の 

広島県 ふるさと広島の景観
の保全と創造に関す
る条例 

・大規模行為届出対象地域及び景観形成地域では、高さ
13ｍ又は建築面積1,000 ㎡を超えるものを設置する場
合、届出を行い、景観形成に配慮されているか審査され
る。 

大分県杵築市 杵築市再生可能エネ
ルギー発電設備設置
事業指導要綱 

・5,000 ㎡以上の土地を使用した再生可能エネルギー
発電設備設置事業を行う場合、市との協議、地元（周
辺）住民への説明会の開催が必要となる。 

昨今の太陽光発電施設の建設を受け、景観法に基づく景観計画や運用基準の
策定など、各自治体で対応の動きが高まっている。 

平成２７年度全国景観会議中国・四国ブロック会議資料より 

大規模工作物等に係る四万十川条例許可基準の再検討⑦ 

（９）太陽光発電施設をめぐる県外自治体の動向等 

９ 
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大規模工作物等に係る四万十川条例許可基準の再検討⑧ 

（１０）四万十川条例及び施行規則の改正方針（案） 

①現状、明確な位置付けが出来ていない太陽光発電施設を大規模工作物に明記（施行規則）。 

②売電目的（個人の住宅用は除く）の太陽光発電施設は、景観や生態系への影響や回廊地区における許可基準（上記）により、原則、こ
れを設置しない。 

③保全・活用地区における太陽光発電施設は、次頁の新たに定める施行規則を満足すれば、許可することができる（許可を要す規模は
改正なし）。 

●私権の制限にもなるため、過去の実績との整合を含め、県法務課に確認する必要あり 
  →（県法務課回答）過去の許可済み案件との違いを明確に整理する必要がある。 
●条例規則改正後の適用とする（現在、協議中のものは適用外とする） 

①現状、明確な位置付けが出来ていない太陽光発電施設を大規模工作物に明記（施行規則）。 

②回廊地区及び保全・活用地区における売電目的（個人の住宅用は除く）の太陽光発電施設は、次頁の新たに定める施行規則を満足
すれば、許可することができる（許可を要す規模は改正なし）。 

ケース１ 

ケース２ 

☆ケース１の改正は現時点では、困難と考えられる。 
☆ケース２の改正とする場合、実際の下協議で課題となった問題点を明確化するとともに、許可する場合も、より県民に説明できる内容とする。 

※ケース１課題の再検討、ケース２の具体化や追加項目の有無等について、より流域５市町と協議等、連携を強化する。 
                   ↓ 
 次回、四万十川流域保全振興委員会（平成２８年度上半期予定）に向け、改正（案）の絞込みを行う。 



大規模工作物等に係る四万十川条例許可基準の再検討⑨ 

【１】大規模工作物の定義 
  （現状）                               （要検討項目）                  （方針案）⇒⇒⇒{改正} 
   規則に太陽光発電施設の明記なし            ⇒県開発基準、景観計画等との整合性。  ※太陽光発電施設を明記（規則） 

【１】浸水実績水位に対する安全な計画 
  （現状）                               （課題等）                     （方針案）⇒⇒⇒{改正}           ↑ 
   条文（本資料Ｐ２）以外、明記なし             ⇒河川区域内は河川法を遵守。        ※浸水実績に対する対策工を実施（規則に明記） 
                                      河川区域外の浸水実績に対する対策。   水位の把握方法：ハザードマップ・河川整備計画・聞き取  
                                                                  り・流量計算、余裕高の基準等を参考に記載。 

【２】排水計画 
  （現状）                               （課題等）                     （方針案）⇒⇒⇒ {改正}    ↑ 
   条文（本資料Ｐ２）、規則に工事中の濁水対策明記  ⇒工事中の沈砂地だけでなく、2次製品等  ※供用後の排水対策を明記（規則に明記） 
                   （沈砂地）             を用い、河川へ安全に排水させる対策。  県開発基準や市町土地環境保全条例等を例示。 

【３】希少動植物調査 
  （現状）                               （課題等）                     （方針案）⇒⇒⇒{現行のとおり} 
   条文（本資料Ｐ２）、規則に重要な動植物の保全明記 ⇒動植物の調査方法など             既存の調査結果、新規調査（頻度等）個別案件で決定。      

※個別案件の課題（下協議内容 本資料①）より 

【４】関係機関等との合意形成 
  （現状）                               （課題等）                     （方針案）⇒⇒⇒{改正} 
   条文（本資料Ｐ２：第3条）記載あり。            ⇒関係機関や地元等の反対 など      ※関係機関や地元等への説明を明記（規則に明記）   
                                                                  県版ガイドライン（県新エネルギー推進課作成中）の運用。                      

【５】施設の遮蔽 
  （現状）                               （課題等）                     （方針案）⇒⇒⇒ {改正} 
   条文（本資料Ｐ２）、規則に中高木の植樹明記      ⇒中木（１～３ｍ以上）の植樹が明記され  ※施設の遮蔽を明記：河川・道路からの眺望 
                                     ているが、景観の保全項目でなく、生態    （規則の景観保全の項目に追加） 
                                     の保全項目として定められている        四万十市四万十川景観計画等との整合性。      

※全体的な課題より 

【３】雑則（違反行為） 
  （現状）                               （要検討項目）                  （方針案）⇒⇒⇒{現行のとおり} 
   条文（本資料Ｐ２）明記あり                  ⇒流域市町の事例収集、集約等        今後の事例によって要検討項目。           

（水害のおそれが特に認められる場合は・・） 

（水害のおそれが特に認められる場合は・・） 

１１ 

【２】跡地の整理  
  （現状）                               （要検討項目）                  （方針案）⇒⇒⇒{改正} 
   撤去の場合の景観配慮                  ⇒維持管理や放置の課題            ※適切な維持管理や撤去・処分項目の追加           

（１１）ケース１：保全・活用地区、ケース２：回廊、保全・活用地区における条例施行規則課題等の整理と方針（案） 



H26.9.1 
高知新聞（朝刊）第30面 

H27.8.1 
高知新聞（朝刊）第24面 

太陽光発電施設の設置事例（四万十市） 

大規模工作物等に係る四万十川条例許可基準の再検討（参考資料） 
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